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地方税法地方税法地方税法地方税法    

（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）        

第三百二十一条の三第三百二十一条の三第三百二十一条の三第三百二十一条の三        市町村は、納税義務者が前年中において給与の支払を受けた者であり、か

つ、当該年度の初日において給与の支払を受けている者（支給期間が一月を超える期間により定

められている給与のみの支払を受けていることその他これに類する理由があることにより、特別

徴収の方法によつて徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下この条及び次

条において「給与所得者」という。）である場合においては、当該納税義務者に対して課する個人

の市町村民税のうち当該納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額は、

特別徴収の方法によつて徴収するものとする。ただし、当該市町村内に給与所得者が少ないこと

その他特別の事情により特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村においては、特別

徴収の方法によらないことができる。     

（給与所得に係る特別徴収義務者の指定等）（給与所得に係る特別徴収義務者の指定等）（給与所得に係る特別徴収義務者の指定等）（給与所得に係る特別徴収義務者の指定等）        

第三百二十一条第三百二十一条第三百二十一条第三百二十一条の四の四の四の四  市町村は、前条の規定によつて特別徴収の方法によつて個人の市町村民税

を徴収しようとする場合においては、当該年度の初日において同条の納税義務者に対して給与の

支払をする者（他の市町村内において給与の支払をする者を含む。）のうち所得税法第百八十三条 

の規定によつて給与の支払をする際所得税を徴収して納付する義務がある者を当該市町村の条例

によつて特別徴収義務者として指定し、これに徴収させなければならない。この場合においては、

当該市町村の長は、前条第一項本文の規定によつて特別徴収の方法によつて徴収すべき給与所得

に係る所得割額及び均等割額の合算額又はこれに同条第二項本文の規定によつて特別徴収の方法

によつて徴収することとなる給与所得以外の所得に係る所得割額（同条第四項に規定する場合に

あつては、同項の規定により読み替えて適用される同条第二項本文の規定によつて特別徴収の方

法によつて徴収することとなる給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得に係る所得割額）

を合算した額（以下この節において「給与所得に係る特別徴収税額」という。）を特別徴収の方法

によつて徴収する旨を当該特別徴収義務者及びこれを経由して当該納税義務者に通知しなければ

ならない。 

    

所得税法所得税法所得税法所得税法    

（（（（源泉徴収義務源泉徴収義務源泉徴収義務源泉徴収義務））））        

第百八十三第百八十三第百八十三第百八十三条条条条  居住者に対し国内において第二十八条第一項(給与所得)に規定する給与等(以下この

章において｢給与等｣という。)の支払をする者は、その支払の際、その給与等について所得税を徴収し、

その徴収の日の属する月の翌月十日までに、これを国に納付しなければならない。 

（源泉徴収を要しない給与等の支払者）（源泉徴収を要しない給与等の支払者）（源泉徴収を要しない給与等の支払者）（源泉徴収を要しない給与等の支払者）    

第百八十四条第百八十四条第百八十四条第百八十四条 常時二人以下の家事使用人のみに対し給与等の支払をする者は、前条の規定にかかわ

らず、その給与等について所得税を徴収して納付することを要しない。 


